
賃上げ促進税制と繰越税額控除
～令和6年度改正～

Ⅰ

改
正
の
概
要

令
和
6
年
度
税
制
改
正
で

は
、
従
来
の
賃
上
げ
促
進
税
制

の
大
枠
を
維
持
し
つ
つ
、
一
定

の
改
正
が
行
わ
れ
て
い
る
。

こ
の
改
正
に
よ
り
、
青
色
申

告
法
人
が
、
令
和
6
年
4
月
1

日
か
ら
令
和
9
年
3
月
31
日
ま

で
の
間
に
開
始
す
る
各
事
業
年

度
に
お
い
て
、
一
定
の
要
件
を

満
た
す
場
合
に
は
、
法
人
税
額

の
20
％
を
限
度
と
し
て
、
そ
の

事
業
年
度
の
控
除
対
象
雇
用
者

給
与
等
支
給
増
加
額
の
10
％
か

ら
最
大
35
％
（
中
小
企
業
者
等

は
15
％
か
ら
最
大
45
％
）
相
当

額
の
税
額
控
除
が
可
能
と
な
っ

た
。
さ
ら
に
、
中
小
企
業
者
等

に
つ
い
て
は
、
そ
の
事
業
年
度

に
控
除
し
き
れ
な
い
税
額
控
除

限
度
超
過
額
の
繰
越
し
措
置
が

設
け
ら
れ
た
。

な
お
、
本
稿
で
は
法
人
に
つ

い
て
言
及
し
て
い
る
が
、
所
得

税
に
つ
い
て
も
同
様
の
改
正
が

行
わ
れ
て
い
る
。

Ⅱ

主
な
改
正
ポ
イ
ン
ト

令
和
6
年
度
改
正
で
は
、
主

に
次
の
事
項
が
改
正
さ
れ
て
い

る
。1

中
堅
企
業
向
け
の
枠
組

み
創
設
﹇
中
堅
﹈

2

マ
ル
チ
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
方
針
の
公
表
・
届
出

の
対
象
法
人
拡
大
﹇
大
・

中
堅
﹈

3

賃
上
げ
控
除
率
の
見
直

し
と
細
分
化
﹇
大
・
中

堅
﹈

4

教
育
訓
練
費
の
上
乗
せ

要
件
の
緩
和
と
追
加
﹇
大

・
中
堅
・
中
小
﹈

5

子
育
て
・
女
性
活
躍
支

援
に
よ
る
上
乗
せ
要
件
の

創
設
﹇
大
・
中
堅
・
中

小
﹈

6

繰
越
税
額
控
除
の
新
設

﹇
中
小
﹈

Ⅲ

適
用
法
人
の
分
類

従
来
の
制
度
で
は
、
中
小
企

業
者
等
（
注
1
）
以
外
の
青
色

申
告
法
人
は
全
て
「
大
企
業
」

に
分
類
さ
れ
て
い
た
が
、
改
正

で
は
、
従
来
の
「
大
企
業
」
の

う
ち
、
常
時
使
用
す
る
従
業
員

数
が
2
0
0
0
人
以
下
の
法
人

（
注
2
）
に
つ
い
て
は
、「
中

堅
企
業
」
と
し
て
別
枠
が
設
け

ら
れ
、
大
企
業
向
け
制
度
よ
り

も
適
用
要
件
が
緩
和
さ
れ
て
い

る
。

（
注
1
）
資
本
金
1
億
円
以
下

の
法
人
等

（
注
2
）
そ
の
法
人
及
び
そ
の

法
人
と
の
間
に
そ
の
法
人

に
よ
る
支
配
関
係
が
あ
る

他
の
法
人
の
常
時
使
用
従

業
員
数
の
合
計
が
1
万
人

を
超
え
る
も
の
を
除
く

Ⅳ

大
企
業
・
中
堅
企
業
向
け
制
度

1

マ
ル
チ
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ

ー
方
針
の
公
表
届
出

適
用
事
業
年
度
終
了
時
に
お

い
て
、
次
の
①
又
は
②
（
中
堅

企
業
は
①
の
み
）
に
該
当
す
る

法
人
は
、
マ
ル
チ
ス
テ
ー
ク
ホ

ル
ダ
ー
方
針
の
公
表
及
び
届
出

が
必
要
と
な
る
。

①

資
本
金
の
額
又
は
出
資
金

の
額
が
10
億
円
以
上
か
つ
常
時

使
用
従
業
員
数
1
0
0
0
人
以

上②

常
時
使
用
従
業
員
数
2
0

0
0
人
超

2

適
用
要
件
と
基
本
控
除
率

次
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に

は
、
10
％
の
控
除
率
が
適
用
さ

れ
る
。

①

継
続
雇
用
者
給
与
等
支
給

額
が
前
年
度
よ
り
3
％
以
上
増

加
し
て
い
る
こ
と

②

一
定
規
模
の
法
人
は
マ
ル

チ
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
方
針
の

公
表
届
出
を
行
っ
て
い
る
こ
と

3

控
除
率
の
上
乗
せ

①

継
続
雇
用
者
給
与
の
増
加

継
続
雇
用
者
給
与
等
支
給
増

加
割
合
が
次
の
場
合
に
は
、
基

本
控
除
率
に
そ
れ
ぞ
れ
の
控
除

率
が
上
乗
せ
さ
れ
る
。

イ

大
企
業

4
％
以
上

5
％

5
％
以
上

10
％

7
％
以
上

15
％

ロ

中
堅
企
業

4
％
以
上

15
％

②

教
育
訓
練
費
増
加
﹇
共

通
﹈次

の
イ
及
び
ロ
の
要
件
を
満

た
す
場
合
に
は
、
基
本
控
除
率

に
5
％
の
控
除
率
が
上
乗
せ
さ

れ
る
。

イ

教
育
訓
練
費
の
額
が
前
年

度
よ
り
10
％
以
上
増
加

ロ

教
育
訓
練
費
の
額
を
雇
用

者
給
与
等
支
給
額
の
0
・
05

％
以
上
支
出

イ
の
要
件
は
20
％
か
ら
10
％

に
緩
和
さ
れ
た
が
、
新
た
に
ロ

の
要
件
が
追
加
さ
れ
た
こ
と

で
、
支
出
額
の
下
限
が
設
け
ら

れ
て
い
る
。
仮
に
雇
用
者
給
与

等
支
給
額
が
1
億
円
で
あ
っ
た

場
合
に
は
、
5
万
円
以
上
の
教

育
訓
練
費
の
支
出
が
必
要
と
な

る
。

③

子
育
て
・
女
性
活
躍
支
援

次
の
い
ず
れ
か
の
認
定
を
受

け
て
い
る
場
合
に
は
、
基
本
控

除
率
に
5
％
の
控
除
率
が
上
乗

せ
さ
れ
る
。

イ

大
企
業

プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
認
定

・
プ
ラ
チ
ナ
え
る
ぼ
し
認
定

ロ

中
堅
企
業

プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
認
定

・
プ
ラ
チ
ナ
え
る
ぼ
し
認
定

・
え
る
ぼ
し
認
定
（
3
段
階

目
）

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進

法
及
び
女
性
活
躍
推
進
法
に
よ

り
、
事
業
主
は
子
育
て
と
仕
事

の
両
立
や
仕
事
に
お
い
て
女
性

が
活
躍
で
き
る
環
境
整
備
へ
の

取
り
組
み
が
求
め
ら
れ
て
い
る

が
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
場

合
に
は
、
申
請
に
よ
り
、
満
た

す
基
準
に
応
じ
た
認
定
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
認
定

制
度
が
、
く
る
み
ん
認
定
や
え

る
ぼ
し
認
定
で
あ
る
。

な
お
、「
プ
ラ
チ
ナ
」
認
定

に
つ
い
て
は
、
適
用
事
業
年
度

終
了
時
の
認
定
保
持
が
要
件
で

あ
る
た
め
、
認
定
取
得
の
翌
事

業
年
度
に
つ
い
て
も
適
用
可
能

で
あ
る
が
、
え
る
ぼ
し
認
定
に

つ
い
て
は
、
認
定
を
取
得
し
た

事
業
年
度
の
み
の
適
用
に
限
定

さ
れ
て
い
る
。

Ⅴ

中
小
企
業
向
け
制
度

中
小
企
業
者
等
に
つ
い
て

は
、
次
の
中
小
企
業
向
け
制
度

が
適
用
さ
れ
る
（
選
択
に
よ
り

Ⅳ
の
制
度
の
適
用
は
可
能
）。

1

適
用
要
件
と
基
本
控
除
率

（
改
正
な
し
）

雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が
前

年
度
よ
り
1
・
5
％
以
上
増
加

し
て
い
る
場
合
に
は
、
15
％
の

控
除
率
が
適
用
さ
れ
る
。

2

控
除
率
の
上
乗
せ

①

雇
用
者
給
与
の
増
加
（
改

正
な
し
）

雇
用
者
給
与
等
支
給
増
加
割

合
が
2
・
5
％
以
上
の
場
合
に

は
、
基
本
控
除
率
に
15
％
の
控

除
率
が
上
乗
せ
さ
れ
る
。

②

教
育
訓
練
費
増
加

次
の
イ
及
び
ロ
の
要
件
を
満

た
す
場
合
に
は
、
基
本
控
除
率

に
10
％
の
控
除
率
が
上
乗
せ
さ

れ
る
。

イ

教
育
訓
練
費
が
前
年
度
よ

り
5
％
以
上
増
加

ロ

教
育
訓
練
費
の
額
を
雇
用

者
給
与
等
支
給
額
の
0
・
05

％
以
上
支
出

イ
の
要
件
は
10
％
か
ら
5
％

に
緩
和
さ
れ
た
が
、
大
企
業
・

中
堅
企
業
向
け
制
度
と
同
様

に
、
支
出
額
の
下
限
が
設
け
ら

れ
た
。

③

子
育
て
・
女
性
活
躍
支
援

次
の
い
ず
れ
か
の
認
定
を
受

け
て
い
る
場
合
に
は
、
基
本
控

除
率
に
5
％
の
控
除
率
が
上
乗

せ
さ
れ
る
。

プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
認
定
・

プ
ラ
チ
ナ
え
る
ぼ
し
認
定
・
く

る
み
ん
認
定
・
え
る
ぼ
し
認
定

（
2
段
階
目
以
上
）

な
お
、
大
企
業
・
中
堅
企
業

向
け
と
同
様
、「
プ
ラ
チ
ナ
」

認
定
に
つ
い
て
は
、
適
用
事
業

年
度
終
了
時
の
認
定
保
持
が
要

件
で
あ
り
、
く
る
み
ん
認
定
及

び
え
る
ぼ
し
認
定
に
つ
い
て

は
、
適
用
事
業
年
度
中
の
認
定

取
得
が
要
件
と
な
っ
て
い
る
。

Ⅵ

繰
越
税
額
控
除

賃
上
げ
促
進
税
制
は
、
法
人

税
額
の
20
％
相
当
額
が
税
額
控

除
の
上
限
で
あ
り
、
従
来
の
制

度
で
は
、
超
過
額
は
切
り
捨
て

と
な
っ
て
い
た
。
そ
の
た
め
、

多
く
の
企
業
は
満
足
に
賃
上
げ

に
よ
る
税
制
優
遇
を
受
け
る
こ

と
が
で
き
な
か
っ
た
。

し
か
し
、
今
回
の
改
正
に
よ

り
、
中
小
企
業
者
等
に
つ
い
て

は
、
そ
の
事
業
年
度
に
法
人
税

額
が
生
じ
て
い
な
い
場
合
で
あ

っ
て
も
、
限
度
額
を
超
え
た
金

額
に
つ
い
て
、
最
大
5
年
間
の

繰
越
控
除
の
適
用
が
可
能
と
な

っ
た
。

1

適
用
要
件

繰
越
税
額
控
除
の
適
用
事
業

年
度
に
お
け
る
要
件
は
、
次
の

4
点
で
あ
る
。

①

青
色
申
告
法
人
で
あ
る
こ

と
②

雇
用
者
給
与
等
支
給
額
〉

比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給
額

③

繰
越
税
額
控
除
限
度
超
過

額
が
あ
る
こ
と

④

適
用
年
度
ま
で
連
続
し
て

青
色
申
告
書
を
提
出

な
お
、
比
較
雇
用
者
給
与
等

支
給
額
が
0
の
場
合
に
は
、
②

の
要
件
を
満
た
さ
な
い
も
の
と

さ
れ
て
い
る
。

2

控
除
税
額

そ
の
事
業
年
度
の
法
人
税
額

か
ら
繰
越
税
額
控
除
限
度
超
過

額
を
控
除
す
る
。
た
だ
し
、
そ

の
事
業
年
度
の
法
人
税
額
の
20

％
相
当
額
（
そ
の
事
業
年
度
に

賃
上
げ
促
進
税
制
の
適
用
を
受

け
る
場
合
に
は
、
適
用
後
の
残

額
）
が
限
度
と
な
る
。

3

留
意
点

①

対
象
と
な
る
税
額
控
除
限

度
超
過
額

適
用
要
件
③
の
「
繰
越
税
額

控
除
限
度
超
過
額
」
と
は
、
適

用
事
業
年
度
開
始
の
日
前
5
年

以
内
に
開
始
し
た
各
事
業
年
度

に
お
け
る
中
小
企
業
向
け
制
度

の
適
用
に
よ
る
税
額
控
除
限
度

額
の
う
ち
、
控
除
し
き
れ
な
い

金
額
（
税
額
控
除
限
度
超
過

額
）
の
合
計
額
で
、
す
で
に
各

事
業
年
度
に
お
い
て
繰
越
税
額

控
除
さ
れ
た
金
額
を
除
い
た
残

額
を
い
う
。

し
た
が
っ
て
、
大
企
業
・
中

堅
企
業
向
け
制
度
の
適
用
に
よ

り
生
じ
た
税
額
控
除
限
度
超
過

額
は
除
外
さ
れ
て
お
り
、
中
小

企
業
向
け
制
度
の
適
用
を
受
け

た
税
額
控
除
限
度
超
過
額
の
み

が
対
象
と
さ
れ
て
い
る
。

②

適
用
事
業
年
度
の
法
人
規

模①
の
と
お
り
、
税
額
控
除
限

度
超
過
額
の
発
生
年
度
に
つ
い

て
は
中
小
企
業
向
け
制
度
の
適

用
が
必
須
で
あ
る
が
、
繰
越
税

額
控
除
の
適
用
事
業
年
度
に
つ

い
て
は
、
法
人
規
模
に
制
限
が

な
い
。
し
た
が
っ
て
、
繰
越
税

額
控
除
の
適
用
事
業
年
度
は
中

小
企
業
者
等
で
あ
る
必
要
は
な

く
、
他
の
要
件
を
満
た
し
て
い

れ
ば
、
大
企
業
や
中
堅
企
業
で

あ
っ
て
も
適
用
が
可
能
で
あ

る
。

③

賃
上
げ
促
進
税
制
の
適
用

と
優
先
順
位

中
小
企
業
者
等
に
お
い
て

は
、
雇
用
者
給
与
等
支
給
増
加

割
合
に
応
じ
て
、
次
の
3
つ
の

パ
タ
ー
ン
が
考
え
ら
れ
る
。

イ

0
％
以
下
（
増
加
な
し
）

賃
上
げ
促
進
税
制

×

繰
越
税
額
控
除

×

ロ

0
％
超
1
・
5
％
未
満

賃
上
げ
促
進
税
制

×

繰
越
税
額
控
除

○

ハ

1
・
5
％
以
上

賃
上
げ
促
進
税
制

○

繰
越
税
額
控
除

○

ロ
又
は
ハ
の
場
合
に
繰
越
税

額
控
除
の
適
用
が
可
能
と
な
る

が
、
ロ
に
つ
い
て
は
該
当
範
囲

が
狭
く
、
比
較
的
少
な
い
ケ
ー

ス
と
思
わ
れ
る
。

一
般
的
に
は
ハ
の
ケ
ー
ス
が

多
い
と
考
え
ら
れ
る
が
、
ま
ず

先
に
賃
上
げ
促
進
税
制
が
適
用

さ
れ
る
た
め
、
そ
の
時
点
で
控

除
額
の
上
限
に
達
し
て
い
る
場

合
、
そ
の
事
業
年
度
に
繰
越
税

額
控
除
が
で
き
ず
に
、
翌
年
度

以
降
に
再
繰
越
し
さ
れ
る
こ
と

と
な
る
。

④

申
告
要
件
と
明
細
書
の
添

付繰
越
税
額
控
除
の
適
用
を
受

け
る
た
め
に
は
、
税
額
控
除
限

度
超
過
額
の
発
生
年
度
か
ら
繰

越
税
額
控
除
の
適
用
事
業
年
度

ま
で
、
連
続
し
て
明
細
書
を
添

付
し
た
青
色
申
告
書
を
提
出
し

て
い
る
必
要
が
あ
る
。
し
た
が

っ
て
、
繰
越
税
額
控
除
の
適
用

が
な
い
事
業
年
度
で
あ
っ
て

も
、
明
細
書
の
添
付
が
必
須
と

な
る
。

Ⅶ

終
わ
り
に

従
来
の
制
度
で
は
、
法
人
税

額
が
生
じ
な
い
事
業
年
度
に
は

適
用
が
な
く
、
赤
字
の
事
業
年

度
に
つ
い
て
は
、
賃
上
げ
促
進

税
制
を
考
慮
す
る
必
要
が
な
か

っ
た
。
し
か
し
、
繰
越
税
額
控

除
の
新
設
に
よ
り
、
多
く
の
中

小
企
業
は
、
業
績
に
か
か
わ
ら

ず
、
賃
上
げ
促
進
税
制
の
適
用

判
定
が
必
須
と
な
っ
た
と
言
え

る
。た

だ
し
、
現
状
、
法
人
税
額

の
20
％
限
度
に
よ
り
控
除
額
が

切
捨
て
と
な
っ
て
い
る
中
小
企

業
は
多
い
。
そ
の
た
め
、
繰
越

額
の
再
繰
越
し
が
続
き
、
ほ
と

ん
ど
控
除
さ
れ
な
い
ま
ま
、
最

終
的
に
消
滅
し
て
し
ま
う
ケ
ー

ス
が
多
く
な
る
と
予
想
さ
れ

る
。

田熊 常正〔神田〕

日
本
税
務
会
計
学
会

令
和
6
年
7
月
月
次
研
究
会
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